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PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年11月5日 

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小向け会計管理システムのシェアと評価およびユーザ企業が抱える課題などを調査し、
その結果を発表した。本リリースは「2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート」の会計管理の分野に
関するサンプル/ダイジェストである。

＜会計管理は最も基本的な基幹系システムであるが故に、直感や思い込みで判断してしまいがち＞

本リリースの元となる調査レポート「2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート」では、計10分野に

渡る業務システムのシェアや評価を網羅的に集計/分析している。同レポートでは導入済み/導入予定の社数シェア、運用形態

（社内設置/データセンタ設置/独自開発/SaaSなど、計8項目）、ユーザ企業から見た製品/サービスの評価、現状の課題、今後の

ニーズといった多岐に渡る設問を年商（7区分）、業種（9区分）、地域（9区分）、従業員数（10区分）などの様々な観点から集計/

分析している。（設問項目や企業属性の詳細は右記を参照 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026itapp_rep.pdf ） 

例えば、会計管理の分野では51項目に渡る具体的な製品/サービスを列挙して、導入済み/導入予定の社数シェアを集計/分析

している。以下のグラフは調査レポートの中から中堅・中小企業全体の導入済み社数シェア上位5つの製品/サービスの年商別

■「年商規模が小さくなると、会計管理アプリにおけるSaaS比率が高まる」は実は正しくない
■シェア上位の結果などを踏まえて、「有望なAI関連の機能や特徴は何か？を分析＆提言
■評価/満足している項目と課題項目を比較することで、差別化要素となる機能が見えてくる

2026年 中堅・中小向け会計管理のシェアと評価およびユーザ企業が抱える課題

調査時期： 2026年7月～8月
対象企業： 日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照： https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026itapp_rep.pdf

「年商規模が小さくなると、会計管理アプリにおけるSaaS比率が高まる」は実は正しくない

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

会計管理のシェアを把握する上では、SaaS形態の普及率も注視すべき

指標の1つだ。右記のグラフは7つの年商区分のうちで、比較的規模の

小さい3区分におけるSaaS形態の割合を調査レポートから抜粋したもの
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P3-2S.導入済み/導入予定の製品/サービスのうち最も主要なもの

（導入済み）（上位5位）（5位が複数の場合は同率も含む）

勘定奉行（クラウドを含む）：OBC SMILEシリーズ（V/BS/Air）：OSK(大塚商会) 弥生会計シリーズ：弥生

GLOVIAシリーズ（GLOVIA One）：富士通 OBIC7：オービック

出典：2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート（ノークリサーチ）

シェア値を抜粋したものだ。年商は計7区分

あるが、ここではその中から2つの区分のみ

を掲載している。中小企業層では勘定奉行

が優勢だが、中堅上位企業層ではGLOVIA

シリーズやOBIC7の値が相対的に高いこと

がわかる。こうした企業属性による傾向差を

把握することが市場理解の第一歩となる。

である。感覚的にはSaaS比率は年商規模が小さくなるほど、高くなると思いがちだ。しかし、小規模企業層、中小企業層、中堅

下位企業層の中では年商規模が大きい方がSaaS比率も高くなっていることが確認できる。年商規模が小さくなると、単体のPC

にパッケージをインストールして利用するスタンドアロン形態が多くなることが主な要因だ。直感や思い込みによる遠回りを防止

するためにも、客観的/中立的な立場で収集した最新データを確認しておくことが重要となってくる。次頁以降では、ユーザ企業

から見た会計管理システムの評価や課題に関する調査データを紹介している。

ここでは一部のデータのみを抜粋しているが、
調査レポートには、計51項目に渡る具体的な
製品/サービスのシェアを集計したデータが
収録されている
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P3-5A.最も主要な製品/サービスの運用形態（複数回答可）（SaaS利用）

導入済み

出典：2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート（ノークリサーチ）

ここでは導入済みの
SaaS割合のみを掲載
したが、調査レポート
には導入予定のSaaS

割合なども含まれる

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026itapp_rep.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026itapp_rep.pdf
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本リリースの元となる調査レポートでは、中堅・中小のユーザ企業が会計管理のどのような機能/特徴を高く評価しているか？

について、以下のような選択肢を列挙して集計/分析を行っている。

シェア上位の結果などを踏まえて、「有望なAI関連の機能や特徴は何か？を分析＆提言

P3-6A.「会計管理」製品/サービスに関して評価/満足している機能や特徴

<<AIによる経営支援に関する項目>>

・会計管理のデータを元にAIが経営判断を支援できる

・AIが出資や資産に関連したリスクを予見/予測できる

・AIが決算書や財務諸表を自動で作成してくれる

<<AIによる業務改善に関する項目>>

・発注書と請求書の照合/突合をAIが自動で行える

・AIが仕訳や会計データのチェックを自動で行える

・法改正に反する処理をAIが自動で警告してくれる

・売掛金の消込や督促連絡をAIが自動で行える

・OCRを用いてAIが紙面を自動でデータ化できる

・AIが経費申請に違反がないか自動チェックできる

・支払日などのタスクをAIが管理/通知してくれる

・法人カードの利用状況をAIが監視/管理してくれる

<<システム形態に関する項目>>

・パッケージとSaaSを選択/併用できる

・ブラウザのみで全ての機能を利用できる

<<AIによる利便性や安全性に関する項目>>

・ヒトによる不正な操作やミスを自動検知できる

・AIチャットでシステムを対話的に利用できる

・セキュリティ上危険な操作をAIが検知できる

・AI人材を育成するeラーニングを利用できる

<<システム連携に関する項目>>

・会計管理と融資が連動したサービスを利用できる

・経費精算を含めた予実管理の機能を包含している

・連結会計やグループ決算の機能を包含している

・単体の製品/サービスで要件が満たされている

・SaaSの組み合わせで要件が満たされている

・海外製の会計システムとデータを連携できる

<<その他>>

・その他：

・評価/満足している機能や特徴は全くない（排他）

上記に列挙された項目にはAI関連の機能/特徴が豊富に盛り込まれている。調査レポートでは、「ユーザ企業から高い評価を

得やすい機能や特徴はどれか？」を年商別や業種別などの様々な属性別に確認することができる。

さらに、「評価の高い機能や特徴を実装すれば、シェア拡大につながるのか？」という観点も重要だ。そこで、調査レポートには

上記に列挙した項目を製品/サービス別に集計したデータも収録されている。以下のグラフはその中から、中堅・中小企業全体

における導入済み社数シェア上位5位の製品/サービス（シェアの順位はグラフ内の掲載順）における「会計管理のデータを元に

AIが経営判断を支援できる」の回答割合を抜粋したものだ。

シェア上位5つの製品/サービスの中で、「会計管理のデータを元にAIが経営判断を支援できる」（※1）という評価項目の値の

高さを比較すると、必ずしも導入済み社数シェア（グラフ内の掲載順）とは一致していない。しかし、これは※1がシェア拡大に

寄与しないという意味ではなく、上記の結果には「※1を必要と考える企業層はどこか？」 「製品/サービス毎の主要な顧客層

はどこか？」などの様々な要素が複合的に絡んでいる。調査レポートでは、そうした背景も加味しながら、IT企業が高い評価

を得るために今後注力すべき機能/特徴は何か？を分析/提言している。（次頁に続く）
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P3-6A.最も主要な製品/サービスに関して評価/満足している機能や特徴（複数回答可）

「会計管理のデータを元にAIが経営判断を支援できる」

出典：2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート（ノークリサーチ）

ここでは一部のデータのみを抜粋しているが、
調査レポートには、計23項目に渡る評価項目
を年商別、業種別、製品/サービス別など様々
な観点で集計したデータが収録されている
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さらに、本リリースの元となる調査レポートでは中堅・中小のユーザ企業が会計管理で抱える様々な課題についても、以下の

ような選択肢を列挙して集計/分析を行っている。

評価/満足している項目と課題項目を比較することで、差別化要素となる機能が見えてくる

P3-6B.「会計管理」において現時点で抱えている課題

<<経営支援に関する課題>>

・AIが提示する結果が本当に正しいか判断できない

・出資や資産に関連したリスクの予見/回避が難しい

・決算書や財務諸表を作成する作業が大変である

<<業務改善に関する課題>>

・発注書と請求書の照合/突合は作業負担が大きい

・仕訳や会計データのチェックはヒトの作業が必要

・法改正に沿って処理内容を変更する負担が大きい

・売掛金の消込や督促連絡は作業負担が大きい

・紙面の請求書などをデータ入力する負担が大きい

・経費申請の適正性を確認する作業が大変である

・支払などの業務が多く、対応が漏れてしまいやすい

・法人カードは不正利用の防止や仕訳が面倒である

<<システム形態に関する課題>>

・パッケージとSaaSを選択/併用できない

・ブラウザのみでは一部の機能しか利用できない

上記に列挙された項目は前頁に列挙した「評価/満足している機能や特徴」と対応している。したがって、調査レポートに収録

されたデータを確認することで、

評価/満足の値が高く、課題の値も高い内容 ⇒ 早期に実装をしないと、競合に遅れを取る可能性のある機能や特徴

評価/満足の値が低いが、課題の値は高い内容 ⇒ 早期に実装すれば、競合に対する差別化要素となる機能や特徴

などといったように、今後の製品/サービスの要注力ポイントを具体的な機能/特徴のレベルで把握することができる。

以下のグラフは上記に列挙した課題項目の中から、「AIが提示する結果が本当に正しいか判断できない」の値を年商別に

集計した結果のうち、比較的年商規模の小さな3つの年商区分を抜粋したものだ。一般的に、小規模企業層、中小企業層、

中堅下位企業層と年商規模が大きくなるにつれて、処理すべき会計データ量は増加し、内容も複雑になる。その結果、AI

について解説している。ここでは詳細を割愛するが、調査レポートでは前頁に述べた「評価/満足している機能や特徴」、上記で

述べた「現時点で抱える課題」に加えて、「会計管理の製品/サービスが今後持つべきと考える機能や特徴（ニーズ）」についても

集計/分析を行っている。これら3つの観点から得られたデータを確認することによって、IT企業は「会計管理の製品/サービスを

開発/拡販する上で、まず何を最優先で取り組むべきか？」を知ることができる。（次頁には、調査レポートの案内を掲載している）

<<AIによる利便性や安全性に関する課題>>

・AIが自動で行う処理内容が分からず、不安である

・AIチャットでは、簡単な質問への回答しかできない

・AIによる自動処理が新たなセキュリティリスクになる

・AIを活用できる人材を採用/育成することができない

<<システム連携に関する課題>>

・会計管理ベンダと金融機関の連携は望ましくない

・経費精算を含めた予実管理の機能を備えていない

・連結会計やグループ決算の機能を備えていない

・単体の製品/サービスに依存するのは避けたい

・SaaSの組み合わせでは要件を満たせない

・海外製の会計システムとデータ連携できない

<<その他>>

・その他：

・課題は全くない（排他）
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P3-6B.現時点で抱えている課題（複数回答可）

「AIが提示する結果が本当に正しいか判断できない」

出典：2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート（ノークリサーチ）

が提示する結果が本当に正しいのか？

の判断も難しくなりやすいと考えられる。

調査レポートでは、年商規模がさらに大きな

中堅中位企業層および中堅上位企業層では

値が高くなるのか？低くなるのか？の結果を

踏まえながら、IT企業が留意すべきポイント

ここでは一部のデータのみを抜粋しているが、
調査レポートには、計23項目に渡る課題項目
を年商別、業種別、製品/サービス別などの
様々な観点で集計したデータが収録されている
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補記：社数シェア集計/分析の対象となっている「会計管理」製品/サービスの一覧

本調査において選択肢に記載した「会計管理」製品/サービスの一覧は以下の通り。選択肢に掲載される製品/サービスは過去
の調査結果や最新の市場状況などを踏まえた上で選定される。自由回答の中で多く挙げられたものは選択肢として新たに取り
上げ、逆に一定期間以上シェア数値がないものは割愛するといった方針で年毎に調整を行っている。製品/サービス毎の評価
や導入費用の集計/分析はサンプル件数が一定以上の条件（件数が少ない場合は参考値扱いとなるケースもある）を満たした
（※）のみが対象となる。（次頁では、調査レポートの詳細を案内している）

<<主要なパッケージ（クラウドを選択できる場合も含む）>>
GLOVIAシリーズ（GLOVIA One）：富士通（※）
OBIC7：オービック（※）
SMILEシリーズ（V/BS/Air）：OSK(大塚商会) （※）
EXPLANNERシリーズ：NEC（※）
スーパーカクテルCore会計：内田洋行（※）
勘定奉行（クラウドを含む）：OBC（※）
財務大将(MJSLINK/Galileopt)/ACELINKシリーズ：ミロク情報サービス（※）
かんたん!シリーズ/かんたんクラウド：ミロク情報サービス
Luca Tech GX：ミロク情報サービス
PCAシリーズ：ピー・シー・エー（※）
Core Plusシリーズ：日本事務器
弥生会計シリーズ：弥生（※）
大蔵大臣：応研（※）
会計王：ソリマチ（※）
FXシリーズ：TKC（※）
JDL IBEXシリーズ：JDL（※）
達人シリーズ：NTTデータ（※）
PROACTIVE：SCSK（※）
ビズインテグラル会計：NTTデータ・ビズインテグラル（※）
SuperStream-NX：キヤノンITソリューションズ（スーパーストリーム）
HUEシリーズ：ワークスアプリケーションズ
OPEN21シリーズ：ICSパートナーズ
ZeeM 会計：クレオ
経理上手くん：日本ICS
エプソンの財務会計：セイコーエプソン（※）
ジョブカン会計/ツカエル会計：DONUTS/ジョブカン会計
らんらん財務会計/わくわく財務会計：コラボ
会計らくだ：BSLシステム研究所

<<SaaSとして提供されているもの>>
freee会計：フリー（※）
マネーフォワードクラウド会計：マネーフォワード（※）
SmileWorks（会計ワークス）：スマイルワークス
フリーウェイ経理Lite：フリーウェイジャパン
BlackLine：ブラックライン
円簿会計：円簿インターネットサービス
mitoco会計：テラスカイ

<<経営分析/予実管理>>
bixid：YKプランニング
Manageboard：マネーフォワードコンサルティング
Diggle：Diggle
Loglass：ログラス

<<経費精算に特化したサービス>>
楽楽精算：ラクス（※）
HRMOS(ハーモス)経費（eKeihi）：ビズリーチ（イージーソフト）
Concur Expense：コンカー
TOKIUM経費精算：TOKIUM
ビズバンスJTB経費精算（J’sNAVI NEO）：JTBビジネストラベルソリューションズ
Traveler'sWAN：日立システムズ
Spendia：TIS
経費BANK：SBIビジネス・ソリューションズ
rakumoケイヒ：rakumo
バクラク経費精算：LayerX
jinjer経費：jinjer
経費の獅子：エス・エー・エス

<<その他>>
その他の製品/サービス：
ERP/基幹系システムの一機能として利用
独自開発システム
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本リリースの元となる調査レポート

1300社（1社1レコード）のユーザ企業データから、ITアプリ市場の現状と今後を読み解く

価格： ￥225,000円（税別）全10分野を収録（1300社のユーザ企業データ＋企業属性別集計＋分析＆提言）

発刊日： 2026年10月20日

お申込み方法： 弊社ホームページから、またはinform@norkresearch.co.jp宛にご連絡ください

調査レポート案内： https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026itapp_rep.pdf

調査レポートの詳細（サンプル属性、設問項目、集計データ例、試読版など）をご覧いただけます

計10分野に渡る業務アプリ製品/サービスの導入社数シェアとユーザ評価を網羅

P1.ERP P2.生産管理 P3.会計管理 P4.販売・仕入・在庫管理

P5.給与・人事・勤怠・就業管理 P6.ワークフロー・ビジネスプロセス管理

P7.コラボレーション （グループウェア/Web会議/ビジネスチャット/プロジェクト管理/タスク管理）

P8.CRM （SFA、メール配信/共有、MA、名刺管理） P9.BI （ビジネスインテリジェンス、帳票）

P10.文書管理・オンラインストレージサービス

導入率調査やベンダ取材調査では得られない、ユーザ企業が抱える生の課題とニーズ

・各分野における製品/サービスの導入済み & 導入予定の社数シェア

・分野間で比較可能な価格、機能、開発元、販売元に関する評価概況

・各分野における導入済み/導入予定の運用形態(オンプレ/クラウド ｅｔｃ）

・各分野における導入済み/導入予定の端末形態（PC/タブレット etc）

・各分野の導入済みユーザ企業が実際に拠出した導入費用（万円）

・導入済みユーザ企業が評価/満足している分野毎の機能および特徴

・導入済みユーザ企業が現時点で抱えている分野毎の課題

・導入済み/導入予定のユーザ企業が望む分野毎の機能および特徴

全分野の全設問について

年商、業種、従業員数、

地域、IT管理/運用の体制、

拠点状況といった様々な

観点の企業属性別に

集計したMicrosoft Excel

形式のデータを収録

「自社の経験や個別顧客の声だけでは見えにくい、中堅・中小企業のITアプリ市場の動向を把握できる」 

「ベンダ視点ではなく、有効回答1300社のユーザ企業から得た調査データで実態を確認できるレポート」

「現在進めている施策や販促とユーザ企業の課題やニーズを擦り合わせるための羅針盤として活用中」

毎年ご購入いただいているベンダや販社/SIerの皆様からの声

・新規導入やリプレースが見込まれる分野は？具体的な製品/サービスは？ 

・ユーザ企業は何を評価し、何に不満があり、何を求めているか？を知りたい

・年商別、業種別、地域別などの多様な切り口で定量的な実データが見たい

・自社が想定するITアプリ分野、顧客層、課題/ニーズは正しいかを検証したい

「ベンダが売りたいもの」ではなく、「ユーザ企業が選んでいるもの & 求めているもの」は何かを把握

2026年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026itapp_rep.pdf
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『AI×市場データ：プレゼン資料生成サービス』
製品/サービスの企画案や販促アピールを入力すると、関連する市場調査データを挿入したプレゼン資料

（PDF/PPTX）を自動生成

『ABL2.0（Analysis Based Listing 2.0）』

市場調査データを元にターゲット選定、提案トーク作成、顧客候補リストを提示

『中堅・中小向けIT市場分析サブスク』
ノークリサーチの様々な分析＆コンサルティングをサブスクで利用可能、IT企業の「走りながら考える」を支援

Nork Research Co.、Ltd6

各種の関連サービス

製品/サービスの企画案や

アピールをブラウザで入力

生成AI

Web上の一般情報

×

入力に応じて最適なデータと知見を選択

サービスの詳細については右記をご参照ください https://www.norkresearch.co.jp/pdf/pmc_service.pdf

企業リストを購入して営業したが

そもそも年商や業種がミスマッチ

だった

訴求したい製品/サービス内容と

ユーザ企業側の課題/ニーズが

合致していなかった

会社名と連絡先だけのリストを

渡されても、何をすれば良いか

分からない

ノークリサーチの
市場調査データ

拡販したい製品/サービス/ソリューションの

導入が確実に見込める年商、業種、地域

を市場調査データに基づいて選定

ステップ1：ターゲット選定

どんな課題&ニーズを営業時のアピールに

盛り込めば効果的か？を市場調査データを

元に分析し、提案トークとしてまとめる

ステップ2：提案トーク作成

基本情報だけでなく、個別の提案ポイントを

解説したリストを作成 （除外希望企業名を

指定することで、既存リストとの重複を排除）

ステップ3：企業リスト提示

出典：ノークリサーチ（2025年）

ABL2.0とは何か？
企業名 株式会社DEスタイル

設立年 1964年
資本金 5億円
売上高 45億円（2025年1月期）
決算月 1月
従業員数 436名（2025年2月現在）
上場有無 未上場

所在地 大阪府大阪市**区**町 1-1-1
ホームページ https://www.destyle.**.**
メールアドレス info@destyle.**.**
Webフォーム https://www.destyle.**.**/contact.html
電話番号 06-****-****

業態と特徴

衣料素材の卸問屋として創業し、近年ではアパレルの企画/
開発/生産/販売を一気通貫で担うビジネスを展開。
試作品段階では3Dモデリングを積極的に活用するなど、DX
やSDGsに対する意識が高い。
参照ページ：https://www.destyle.**.**/profile.html

提案時のポイント

「AI需要予測を用いた在庫管理ソリューション」の提案トーク
　解決が有効な課題：
　　C_1：仕入先の倒産リスク
　　C_2：勘や経験による管理
　関連性の高いニーズ：
　　D_3：センサによる入出庫記録

DXへの取り組みが進んでいるため、C_2の課題は既にクリア
されており、D_3についても既に着手済みの可能性が高い。
素材の調達先には海外企業も多いため、地政学的な情報も
含めてC_1を分析できるソリューションを提示することが有効。

ターゲットに沿った提案トークを含む企業リストの具体例

サービス案内と実施の具体例を以下でご覧いただけます。

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025ABL20_rel.pdf

市場調査のデータや知見を元に
製品/サービスが注力すべき点や
効果的なアピールをPPTX / PDF

形式のプレゼン資料として提示

ノークリサーチが持つ第三者調査機関
としての中立的＆客観点な市場データ

参照しない
（背景が十分に把握できないデータの混入を防止）

次頁へ続く

契約期間中に様々な分析/コンサルティングのサービスを自由に組み合わせて利用可能

詳細については右記をご参照ください https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026subscription_rel.pdf

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/pmc_service.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025ABL20_rel.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026subscription_rel.pdf
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ご好評いただいている既刊の調査レポート

2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート

増補版

2026年度末にはSCS評価制度の開始が予定されており、IT企業に

とっては、同制度を契機としたセキュリティ製品/サービスの拡販が

焦点となる。本調査レポートでは3つ星26項目、4つ星43項目に及ぶ

SCS評価制度の要求事項とユーザ企業1300社が抱えるセキュリティ

の課題/ニーズを照合することで、「貴社が抱える***といった課題は

SCS評価制度の***といった要求事項と一致しているので、優先度を

上げて対策しましょう」といった提案が可能となる。

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025Sec_user_relex2.pdf

SCS評価制度(サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策)を見据えてIT企業が準備すべきこと

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年7月21日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は経産省/IPAが主導するSCS評価制度（サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度)
を見据えて、中堅・中小企業を顧客とするIT企業が準備すべきことは何か？を分析し、その結果を発表した。本リリースは「2025年版
中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版」のサンプル/ダイジェストである。

＜中堅・中小企業におけるセキュリティ対策意識の高まりを的確に捉えることが重要＞

近年、日本国内の有名企業を標的としたランサムウェア攻撃が大きく報道されるようになってきた。その中には取引先である

中堅・中小企業が攻撃の入り口/踏み台となったケースも少なくない。その結果、中堅・中小企業においても「自社だけでなく、

取引先への影響も踏まえたセキュリティ対策」への意識が高まってきている。 さらに、2026年度末（2027年1～3月頃）からは

経産省やとIPAが主導する 『サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度（SCS評価制度）』 の申請受付開始も

予定されている。こうした背景を受けて、ノークリサーチでは「2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ

利用実態と展望レポート」にSCS評価制度に関連する集計/分析を追加した増補版を発刊することとなった。本リリースはその

サンプル/ダイジェストを紹介したものである。

以下のグラフは中堅・中小企業に対して、セキュリティ/運用管理/バックアップ対策のニーズを尋ねた結果の中から、「取引先

への影響も含めた対策の重要性を啓蒙してくれる」（※1） および 「セキュリティ対策を担う人材を育成できるサービスがある」

（※2）の回答割合を年商別に集計したものだ。

■セキュリティ対策の重視事項では全ての年商区分で ”取引先への影響” ≧ “人材育成”
■中堅・中小企業から見た「SECURITY ACTION」と「SCS評価制度」の違いを理解しておく
■製造業・建設業では従業員の啓蒙/訓練や運用管理/資産管理も含めた広い視点が必要
■今後は中小企業層でもマルウェア侵入後の対策（権限の制限/分割など）の重要性が増す

SCS評価制度(サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策)を見据えてIT企業が準備すべきこと

セキュリティ対策の重視事項では全ての年商区分で ”取引先への影響” ≧ “人材育成”

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

セキュリティ対策を担う人材の育成は中堅・中小企業にとって喫緊の経営課題の1つだ。だが、それと同等もしくは上回る形で

サプライチェーンを意識したセキュリティ対策の啓蒙が求められていることがわかる。 IT企業にとっては、SCS評価制度に伴う

ユーザ企業の意識の高まりを実際の製品/サービス導入に結びつけられるか？が重要となってくる。次頁以降では、増補版の

調査レポートの中から、上記に述べた観点での分析/提言の一部をサンプル/ダイジェストとして紹介している。

12.4%

8.0%

10.7%

16.2%

9.5%

6.0%

10.0%

10.2%

0% 5% 10% 15% 20%

2025年：全体平均(n=1300)

2025年：小規模企業層(n=200)

2025年：中小企業層(n=600)

2025年：中堅企業層(n=500)

R5.守りのIT対策の製品/サービスが今後持つべきと考える機能や特徴（複数回答可）

取引先への影響も含めた対策の重要性を啓蒙してくれる セキュリティ対策を担う人材を育成できるサービスがある

出典：2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版（ノークリサーチ）

※1 ※2

SCS評価制度(サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策)を見据えてIT企業が準備すべきこと

Nork Research Co.,Ltd2

企業間のサプライチェーンを狙ったランサムウェア攻撃が増加する中、発注側と受注側は互いのセキュリティ対策状況を適切

に把握しておく必要がある。だが、そのための判断基準を個々の企業が策定することは難しい。そこで、経産省とIPAが策定を

進めているのが「サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度（SCS評価制度）」（※）である。

※ https://www.ipa.go.jp/security/scs/index.html

SCS評価制度はサプライチェーンを構成する企業が実施すべきセキュリティ対策を3つのレベルに体系化し、第三者による評価

を通じて、取引先が安心して受発注を行える環境整備を推進する取り組みだ。受注側は自社の対策レベルを客観的に示すこと

で安全/信頼をアピールすることができる。また、発注側は取引先選定やリスク管理の判断材料として同制度を活用できる。

一方、IPAが従来から推進している「SECURITY ACTION」は主に中小企業がセキュリティ対策に自主的に取り組むことを宣言

する制度であり、「1つ星」と「2つ星」の2段階で取り組み状況を示す仕組みとなっている。「SECURITY ACTION」は自己宣言に

よるものなので、サプライチェーンにおいて取引先がセキュリティ対策状況を客観的に確認する手段としては必ずしも十分とは

言えなかった。

これに対して、SCS評価制度は定められた基準を満たしていることを第三者が評価する形式となっており、対応レベルによって

「3つ星」「4つ星」「5つ星」の3段階が設けられている。つまり、SECURITY ACTIONが「セキュリティ対策の第一歩」を啓蒙する

制度であるのに対して、SCS評価制度は「取引先から信頼されるセキュリティ水準を証明する制度」と位置付けることができる。

SCS評価制度は2027年3月末までに「3つ星」と「4つ星」の申請開始が予定されており、「5つ星」については実施内容の検討が

進んでいる。（2026年7月現在） SECURITY ACTIONおよびSCS評価制度をレベルに沿って整理すると以下のようになる。

中堅・中小企業から見た「SECURITY ACTION」と「SCS評価制度」の違いを理解しておく

制度の開始前ということもあり、現段階ではSCS評価制度が中堅・中小企業に広く認知されている状況には至っていない。だが、

中堅・中小企業にとって、自社のセキュリティ対策状況を客観的に示す取り組みは今後更に重要になっていく。 IT企業としては

ユーザ企業におけるSCS制度の星取得を支援するだけでなく、取引先への影響を考慮したセキュリティ対策に直結する製品/

サービスを的確に提案する役割が求められてくる。

そこで本リリースの元となる「2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版」

では、セキュリティ/運用管理/バックアップ対策のニーズを尋ねた設問の中で「取引先への影響も含めた対策の重要性を啓蒙

してくれる」という選択肢を選んだユーザ企業（=取引先への影響を考慮したセキュリティ対策への意識が高いユーザ企業）が

どのような課題やニーズを抱えているのか？を分析し、SCS評価制度に伴う製品/サービス提案を「点」から「面」に広げていく

ために何をすべきか？を提言している。次頁以降では、そうした分析/提言の一部を紹介している。

「SECURITY ACTION」（※1）および「SCS評価制度」（※2）の概要

出典：2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版（ノークリサーチ）

レベル 内容 実施方法 制度の実施状況

1つ星 セキュリティ対策の取り組み意思を宣言する 第三者評価は不要（宣言のみ） 既に実施中

2つ星 自己診断を行い、対策方針を宣言/公開する 第三者評価は不要（宣言のみ） 既に実施中

3つ星
サプライチェーンに含まれる企業が実施すべき
最低限のセキュリティ対策

専門家の確認を伴う自己評価
2027年3月末までに
開始予定

4つ星
サプライチェーンに含まれる企業が実施すべき
標準的なセキュリティ対策

第三者機関による評価
2027年3月末までに
開始予定

5つ星
サプライチェーンに含まれる企業が目指すべき
高度なセキュリティ対策

第三者機関による評価 内容を現在検討中

※1

※2

2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート

そもそも中堅・中小企業は何社あるのか？ひとり情シスが多くなる年商や従業員数の境界線は？今後の

経常利益とIT支出は増加/減少のどちらの見通しか？円安、輸出規制、システム内製、人材不足、法改正

など、IT支出増減の背景/要因は何か？

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rep.pdf
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PRESS RELEASE（報道関係者各位）2026年9月7日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室代表：伊嶋謙ニTEL：03-5361-7880URL：
www.norkresearch.co.jp）はベンダや販社/SIerが中堅・中小企業向けにIT商材/サービスを展開する際に押さえておくべき市場の
基本構造について発表した。本リリースは「2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート」のサンプル/
ダイジェストである。

＜曖昧なままになりがちな「中堅・中小企業の基本構造」を改めて整理しておくことが大切＞

下図は2026年の最新状況に基づく中堅・中小企業の企業数分布である。中堅・中小企業の定義としては、中小企業基本法に

おける資本金または従業員数に基づくものが一般的だが、ノークリサーチでは最も主要な区分として「年商」を採用している。

年商はIT支出の意向/金額と最も相関が高く、ユーザ企業の『最新の状態』を反映した属性であるからだ。

■中堅・中小企業の定義区分では「最新の状態」を反映し、重要な「境界線」を把握しておく

■IT管理/運用の人員体制で「専任」が約半数に達する境界線は年商100億円と意外に高い

■中堅・中小企業の総数は2025年から32,600社増加し、2026年は1,481,200社に達している

2026年中堅・中小向けIT市場で理解しておくべき「基本構造」とは何か？

調査時期：2026年7月～8月
対象企業：日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責：情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照：https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rep.pdf

中堅・中小企業の定義区分では「最新の状態」を反映し、重要な「境界線」を把握しておく

調査設計/分析/執筆：岩上由高

上記の区分では中堅・中小企業を小規模企業層、中小企業層、中堅企業層の3つに分類し、中堅企業層はさらに下位、中位、

上位に細分化されている。行政やベンダの定義と比べて詳細な区分定義となっているが、それだけでは十分ではない。例えば、

「年商5億円や年商500億円といった境界線は従業員数では何人に相当するのか？」、「多くのベンダが専任の営業担当を配置

する年商規模は？」、「ひとり情シスが大幅に増える年商の境目は？」、「昨年と比べて企業数が増えた/減った業種/地域は？」

など、他の企業属性も踏まえながらIT活用に関わる傾向が大きく変化する『境界線』を把握しておくことが大切だ。本リリースの

元となる調査レポートでは有効回答件数1300社のユーザ企業を対象とした調査結果を元に『最新動向に基づく重要な境界線』

を網羅的に解説している。次頁では、その一部を調査レポートのサンプル/ダイジェストとして紹介している。

小規模企業層：1,262,400社

中小企業層：190,200社

中堅下位企業層：15,100社

大企業

中堅上位企業層
：2,400社

中堅中位企業層：11,100社

年商
5億円

年商
500億円

年商
300億円

年商
100億円

年商
50億円

帝国データバンク提供データに基づく

オンプレミスの

サーバ導入が

可能な下限は？

年商***億円って、

従業員数では何人

に該当するの？多くのベンダが専任

の営業担当を配置

する境界線は？

「ひとり情シス」

はどの年商区分

で多くなる？
年商規模が大きくなれば

ビジネス拠点を統合管理

する割合も高まるの？

企業数が増加or 減少して

いるのは、どの年商規模、

業種、地域なの？

年商規模別に見た中堅・中小企業の企業数分布

中堅・中小企業
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本リリースの元となる調査レポートでは、中堅・中小企業における「IT管理/運用の人員規模」や「ビジネス拠点（オフィス/営業所/

工場など）の状況」を年商、従業員数、業種、地域などの様々な観点から集計/分析し、IT企業が把握しておくべき『境界線』とは

何か？を解説している。例えば、以下のグラフは「IT管理/運用の人員規模」を年商規模別に集計した結果である。

IT管理/運用の人員体制で「専任」が約半数に達する境界線は年商100億円と意外に高い

次頁では2025年から2026年にかけての中堅・中小企業

の企業数の変化および調査レポートにおける業種/地域

の区分定義などを記載している。

例えば「IT管理/運用は全く行っていない」（※1）は小規模企業層で13.5%存在しており、「その都度適切な社員が対応」（※2）

も小規模企業層で15.5%、中小企業層で12.7%となっている。割合自体は高くないが、これら2つの企業層は企業数も多いため

無視できない値といえる。調査レポートでは※1と※2の違いや、どちらを優先すべきか？などについて解説している。

また兼任/専任の違いに着目すると、中堅下位企業層までは「兼任」が「専任」を大きく上回っており、中堅中位企業層になって

ようやく「専任」の割合が約半数に達する。つまり、「専任によるIT管理/運用の人員体制が約半数に達するのは年商100億円」
と意外に高い値となる。この年商100億円という数字はユーザ企業側の実態だけでなく、IT企業側の営業体制においても重要
な意味合いを持つことが多い。また、中堅上位企業層になると「兼任」の割合が中堅中位企業層と比べて若干高くなる点にも
注意が必要だ。調査レポートでは上記に述べた諸点についても詳しい解説を述べている。

さらに調査レポートには「IT管理/運用の人員規模」や「ビジネス拠点の状況」を年商別だけでなく、業種別や地域別に集計した
データも収録されている。以下は業種別の集計データの書式を例示したものだ。情シス担当/部門は人数だけでなく、兼任/専任
の違いも含めて集計されている。ビジネス拠点についても、拠点数だけでなく統合管理/個別管理の違いに着目している。

51.5%

60.7%

61.0%

44.0%

49.0%

11.0%

16.7%

29.0%

47.5%

44.0%

1.5%

2.8%

2.0%

2.5%

3.0%

5.0%

3.7%

2.0%

2.0%
1.0%

13.5%

3.3%

1.5%

1.5%

15.5%

12.7%

3.5%

2.5%

3.0%

2.0%

0.2%

1.0%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

小規模企業層（年商5億円未満）(n=200)

中小企業層（年商5～50億円）(n=600)

中堅下位企業層（年商50～100億円）(n=200)

中堅中位企業層（年商100～300億円）(n=200)

中堅上位企業層（年商300～500億円）(n=100)

A6.IT管理/運用の人員規模

兼任専任常駐の外部人材に委託

非常駐の外部人材に委託IT管理/運用は全く行っていないその都度適切な社員が対応

その他：

専任によるIT管理/運用の体制が概ね半数程度に達する境界は年商100億円

出典：2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

A6.IT管理/運用の人員規模
兼任1名兼任2～5

名
兼任6～9
名

兼任10名
以上

専任1名専任2～5
名

専任6～9
名

専任10名
以上

常駐の外
部人材に
委託

非常駐の
外部人材
に委託

IT管理/運
用は全く
行ってい
ない

その都度
適切な社
員が対応

その他：

全体（n=1300）***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
組立製造業(n=243)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
加工製造業(n=213)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
建設業(n=118)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
卸売業(n=104)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
小売業(n=50)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
流通業(運輸業)(n=52)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
IT関連サービス業(n=115)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
一般サービス業(n=355)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%
その他：(n=50)***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%***%

A7.ビジネス拠点の状況
1ケ所のみ2～5ヶ所

（ITインフ
ラは統一
管理）

2～5ヶ所
（ITインフ
ラは個別
管理）

6ヶ所以上
（ITインフ
ラは統一
管理）

6ヶ所以上
（ITインフ
ラは個別
管理）

その他：

全体（n=1300）***%***%***%***%***%***%
組立製造業(n=243)***%***%***%***%***%***%
加工製造業(n=213)***%***%***%***%***%***%
建設業(n=118)***%***%***%***%***%***%
卸売業(n=104)***%***%***%***%***%***%
小売業(n=50)***%***%***%***%***%***%
流通業(運輸業)(n=52)***%***%***%***%***%***%
IT関連サービス業(n=115)***%***%***%***%***%***%
一般サービス業(n=355)***%***%***%***%***%***%
その他：(n=50)***%***%***%***%***%***%
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PRESS RELEASE（報道関係者各位）2026年9月14日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室代表：伊嶋謙ニTEL：03-5361-7880URL：
www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小企業における経常利益およびIT支出の増減見通し、並びにその背景/要因に関する調査を行い、
その結果を発表した。本リリースは「2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート」のダイジェストおよび
サンプルである。

＜IT支出を増やす要因と減らす要因は何か？を年商や業種の違いも踏まえて理解しておく＞

本リリースの元となる調査レポート「2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート」では有効回答

件数1300社を対象とした最新の調査データによって、IT企業が把握しておくべき中堅・中小向けIT市場の基本事項を解説して

いる。本リリースの姉妹編（※）では調査レポートの中から、IT管理/運用の人員体制などに関する重要な『境界線』や企業数の

推移などを抜粋して紹介した。（※https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rel1.pdf）本リリースでは同じ調査レポートから

中堅・中小企業の経常利益やIT支出の増減見通し、並びにその背景/要因に関する集計/分析の一部をサンプル/ダイジェストと

して紹介している。以下の2つのグラフは中堅・中小企業全体（年商500億円未満）における経常利益（左側）とIT支出（右側）の

増減見通しを集計したものだ。（比較対象となる期間は2025年1月～12月と2026年1月～12月）

■経常利益の増減見通しは増加/減少/変化なしがほぼ均等、IT支出は増加が減少を上回る

■円安、輸出規制、システム内製、人材不足、法改正など、IT支出の増減要因を幅広く調査

■データ主権やソブリンAIは「ローカルAI」に伴うポジティブなオンプレ回帰でIT支出を増やす

2026年中堅・中小企業の経常利益およびIT支出の増減とその背景/要因

調査時期：2026年7月～8月
対象企業：日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責：情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照：https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rep.pdf

経常利益の増減見通しは増加/減少/変化なしがほぼ均等、IT支出は増加が減少を上回る

調査設計/分析/執筆：岩上由高

経常利益では「減少」「ほとんど変化なし」「増加」がいずれも30%強の値でほぼ均等に分かれているが、IT支出では「ほとんど

変化なし」が半数弱に達し、「増加」が「減少」を上回っている。調査レポートでは、「経常利益やIT支出の増減幅では5%未満、

5~10%、10～20%、20%以上のどのレンジが多いか？」、「経常利益が減少だが、IT支出は増加というケースはあるか？」など

の詳細を集計/分析している。次頁ではIT支出増減の背景/要因について述べていく。

減少

30.7%

ほとんど変化なし

32.5%

増加

31.8%

判断できない

5.1%

B1S.経常利益の増減見通し

n=1300

出典：2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

減少

17.0%

ほとんど変化なし

46.6%

増加

29.2%

判断できない

7.2%

B2S.IT支出の増減見通し

n=1300
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以下のグラフは前頁に列挙したIT支出増減の背景/要因のうち、カテゴリ2.自社の経営や方針に関連する項目に属する「非効

率な業務を改善するデジタル化（DX）の推進」（※1）と「データ主権やソブリンAIに沿ったIT活用の考え方」（※2）の回答割合を

IT支出を増やす場合、減らす場合、および全体平均の3つのケースで比較したものだ。

データ主権やソブリンAIは「ローカルAI」に伴うポジティブなオンプレ回帰でIT支出を増やす

※1では増加の割合が3割超に達しており、DXが

引き続きIT支出増加の大きな推進力となっている

状況が確認できる。だが、業種による傾向差にも

注意する必要がある。右記の数表は※1の結果を

建設業と一般サービス業に細分化したものだ。

建設業では※1をIT支出減少の要因として挙げる

割合がゼロであり、増加要因とする割合は5割弱

に達している。一方、一般サービス業ではIT支出の増加要因として挙げる割合は3割超であるものの、減少要因として挙げる

19.6%

7.1%

7.2%

3.6%

32.4%

12.9%

0%5%10%15%20%25%30%35%

非効率な業務を改善するデジタル化（DX）の推進

データ主権やソブリンAIに沿ったIT活用の考え方

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）

<<自社の経営や方針に関連する項目>>

全体（n=1207）減少(n=221)増加(n=380)

出典：2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

ここでは一部の項目のみを抜粋しているが、

調査レポートでは5カテゴリ、計23項目に渡る

IT支出増減の背景/要因を分析している。

※1

※2

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）
「IT支出：減少」の場合非効率な業務

を改善する
デジタル化
(DX)の推進

「IT支出：増加」の場
合

非効率な業務
を改善する
デジタル化
(DX)の推進

全体（n=221）7.2%全体（n=380）32.4%

建設業(n=10)0.0%建設業(n=33)48.5%

一般サービス業(n=42)19.0%一般サービス業(n=97)33.0%

割合は2割弱と全体平均と比べて高い。そのため、一般サービス業ではITコスト削減もDXの一環と捉えている可能性がある。

一方、※2については値そのものはまだ低いものの、

減少と比べて増加が相対的に高くなっている。今後

AI活用が進めば、企業はデータ主権やソブリンAIを

重視するようになる。その結果、オンプレミス環境で

AI基盤を構築するローカルAIも選択肢の1つとなり、

今後のIT支出を増やす要因となる。上記のグラフは

そうした展開を示唆した結果と捉えることができる。

円安に伴って発生したオンプレ回帰はIT支出増を

嫌気したネガティブな動きだったが、ローカルAIに

起因するオンプレ回帰はポジティブな変化と捉えることもできる。※2を年商別に集計した上記の数表（特に右側）が示すように

この動きは年商規模の大きな企業層から始まっていくと予想される。ここでは集計/分析の一部を抜粋したが、本リリースの元

となる調査レポートでは5カテゴリ、計23項目に渡るIT支出増減の背景/要因について、上記のように年商別や業種別の傾向を

含む詳細な分析を行っている。

次頁では、本リリースの元となる調査レポートの案内を掲載している。

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）
「IT支出：減少」の場合データ主権や

ソブリンAIに
沿ったIT活用
の考え方

「IT支出：増加」の場合データ主権や
ソブリンAIに
沿ったIT活用
の考え方

全体（n=221）3.6%全体（n=380）12.9%

年商5億円未満(n=26)0.0%年商5億円未満(n=34)5.9%

年商5～50億円(n=100)3.0%年商5～50億円(n=159)6.9%

年商50～100億円(n=37)2.7%年商50～100億円(n=69)13.0%

年商100～300億円(n=39)5.1%年商100～300億円(n=79)21.5%

年商300～500億円(n=19)10.5%年商300～500億円(n=39)25.6%
出典：2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

出典：2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模

予測レポート

企業におけるAI活用が進むことで、データの重要性が

再認識され、ERPのリプレース/新規導入が加速する。

年商別および業種別にERPのリプレースや新規導入

につながるユーザ企業の重視事項、課題、ニーズは

何か？を分析＆提言、ERPの市場規模予測も算出。

【レポートの概要とダイジェスト】

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel1.pdf

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel2.pdf

2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測レポート

Nork Research Co.、Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年6月1日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小企業におけるERPのリプレースや新規導入を促進する要因（課題やニーズなど）および
今後期待されるERPの市場規模に関する分析結果を発表した。本リリースは「2026年版中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規
導入を促進する要因と市場規模予測レポート」の案内およびサンプル/ダイジェストである。

＜ERPのリプレースや新規導入を生じさせる要因は年商や業種によって異なる＞

中堅・中小企業においてもERPは業務システムの中核を成す最も重要な要素の1つである。昨今では会計、販売、人事給与と

いった個々の基幹系システムからERPへのステップアップが活発化しており、中堅・中小企業におけるERP新規導入の原動力

となっている。一方、中堅・中小向けと謳われている製品/サービスの中には単に複数の基幹系システムを併売したものや一部

の業務領域しかカバーできていないものもある。 その結果、ERP導入後に比較的短い期間で別の製品/サービスにリプレース

するユーザ企業も少なからず存在する。こうした背景を受けて 「2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入

を促進する要因と市場規模予測レポート」では中堅・中小企業におけるERPのリプレースや新規導入を促進する要因は何か？

その際の市場規模はどれくらいか？を明らかにしている。

■年商別と業種別に重視事項/課題/ニーズを分析し、ERP導入提案の成功ポイントを提言
■中堅企業は「リプレース > 新規導入」、小規模企業は逆の状況、中小企業は両者の中間
■ERP導入状況と様々な重視項目、課題、ニーズの関係性を網羅的に把握することが大切
■運輸業・サービス業では「AIの提示結果や処理内容の不安」がリプレースにつながる課題

2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を
促進する要因と市場規模予測レポート

年商別と業種別に重視事項/課題/ニーズを分析し、ERP導入提案の成功ポイントを提言

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

次頁以降では、調査レポートの中から幾つかの分析例を抜粋して紹介している。

出典：ノークリサーチ（2026年）

2026年版 中堅・中小向けERPのリプレース/新規導入による市場規模予測

Nork Research Co.、Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年7月13日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小向けERPのリプレースや新規導入に起因する市場規模予測を発表した。本リリース
は「2026年版中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測レポート」の案内およびサンプル/
ダイジェストである。

＜今後3年間でERPリプレース/新規導入に伴う市場規模は5367億円に達する＞

経産省のDXレポートが公開された頃から、ERPはSoR（System of Records）の代表格となり、SoE（System of Engagement）やSoI

（System of Insight）と比べてレガシー化したIT資産と見なされるようになった。一方で、企業におけるAI活用の焦点はAIチャット

を用いたインターネット上の情報収集から、社内に蓄積されたデータの有効活用へと移りつつある。 生成AIやAIエージェントの

導入で成果を上げるためには社内データの整備が欠かせない。その過程でERPのリプレースや新規導入が活性化する可能性

も十分考えられる。

そこで、本リリースの元となる「2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測

レポート」では、有効回答件数1300社のユーザ企業を対象とした調査結果を元に今後期待されるERPのリプレース/新規導入の

市場規模を算出している。

以下のグラフは今後期待されるERPのリプレース/新規導入の市場規模を年商別（小規模企業、中小企業、中堅企業）に集計

した結果である。（小規模企業=年商5億円未満、中小企業=年商5～50億円、中堅企業=年商50～500億円）

■ERP市場規模予測：リプレースは2396.1億円、新規導入は2970.9億円、合計は5367.0億円

■市場規模算出では「トップダウン方式」「ボトムアップ方式」を適切に使い分けることが重要

■リプレースや新規導入を引き起こすユーザ企業の課題やニーズを年商別/業種別に分析

2026年版中堅・中小向けERPのリプレース/新規導入による市場規模予測

ERP市場規模予測：リプレースは2396.1億円、新規導入は2970.9億円、合計は5367.0億円

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

リプレースは2396.1億円、新規導入は2970.9億円、両者の合計は5367.0億円に達することがわかる。次頁以降では市場規模

の算出方法やリプレース/新規導入につながるERP提案分析の結果を掲載している。
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ERPリプレース/新規導入の市場規模予測（億円）（年商別）
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出典： 2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測レポート（ノークリサーチ）

ここでは年商別の市場規模予測

を抜粋しているが、本リリースの

元となる調査レポートでは業種別

の市場規模予測も算出している。

本リリースに関するお問い合わせ 

本リリースの無断引用・転載を禁じます。引用・転載をご希望の場合は下記をご参照の上、担当窓口にお問い合わせください。
引用・転載のポリシー： https://www.norkresearch.co.jp/policy/index.html

株式会社 ノークリサーチ 担当：岩上 由高
〒160-0022 東京都新宿区新宿2-13-10 武蔵野ビル5階23号室

TEL 03-5361-7880 FAX 03-5361-7881
Mail: inform@norkresearch.co.jp

Web: www.norkresearch.co.jp 

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025Sec_user_relex2.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rep.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel1.pdf
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https://www.norkresearch.co.jp/policy/index.html
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